〔参考様式〕


資産運用状況表（運用資産等の状況を記載した書面）
　　年　　月　　日

株式会社東京証券取引所

　代表取締役社長　殿

資産運用会社名　　　　　　　　　　印

代表者の　　　　　　　　　　　　　　

役職氏名　　　　　　　　　　　　　印

　　　　年　　月末現在の　　（投　資　法　人　名）　　に属する資産の運用状況は、下記のとおりです。

記
１．運用概況

（１）運用比率

	
	
	貸借対照表計上額等
	
	計算式（基準）
	運用比率

	運用資産等の総額（Ａ）
	Ａ
	千円
	
	Ｂ÷Ａ×100＝（50％超）
	％

	未公開株等関連証券の額及び未公開株等関連資産のうち未公開株等関連証券に相当する部分の額の合計額
（ａ＋ｂ＋ｄ）
	Ｂ
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（２）運用資産の概要

	
	貸借対照表計上額等
	運用比率

	未　公　開　株　等
	ａ
	千円
	％

	
	未公開株
	
	
	

	
	上記発行者が発行する優先株等・新株予約権証券・新株予約権付社債券
	
	
	

	継続保有株券等
	ｂ
	
	

	
	継続保有株券
	
	
	

	
	上記発行者が発行する優先株等・新株予約権証券・新株予約権付社債券
	
	
	

	未公開株等関連資産（主として未公開株等に投資する匿名事業組合の出資持分、投資事業有限責任組合の出資持分、投資信託受益証券、投資証券等）
	ｃ
	
	

	 
	未公開株等関連証券（ａ・ｂ）に相当する部分の額
	ｄ
	
	

	そ　の　他　の　資　産
	ｅ
	
	

	負　　　債
	ｆ
	
	

	純　資　産　総　額　　ａ＋ｂ＋ｃ＋ｅ－ｆ
	
	

	運用資産等の総額　 　 ａ＋ｂ＋ｃ＋ｅ（Ａ）
	
	１００.０


２．運用内容

（１）未公開株等【ａ】
	銘　柄　名
	取 得 日
	保有数量
	取得価額
（千円）
	貸借対照表計上額（千円）
	備　考

	株
券
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	優

先

株
等
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	新
株
予
約
権
証
券
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	新
株
予
約
権
付
社
債
券
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



（２）継続保有株券等【ｂ】

	銘　柄　名
	上 場 日
	取 得 日
	保有数量
	取得価額
（千円）
	前月末における時価（千円）
	備　考

	株

券
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	優

先

株
等
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	新株予約権証券
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	新株予約権付社債券
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



（３）未公開株等関連資産【ｃ】
	銘　柄　名
	取 得 日
	保有数量
	取得価額
（千円）
	貸借対照表計上額（千円）
	備　考

	匿名事業組合
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	投資事業有限責任組合
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	投資信託受益証券
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	投資証券
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



（４）その他資産【ｅ】
（株券等）
	銘　柄　名
	取 得 日
	保有数量
	取得価額
（千円）
	前月末における時価（千円）
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（ヘッジ資産、その他）
	名称又は銘柄コードその他内容を特定できる情報
	取 得 日
	保有数量
	取得価額
（千円）
	前月末における時価（千円）
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（流動資産等）

	
	保有価額

	現　　　金
	千円

	現　金　同　等　物　等
	

	
	（商品名）
	（商品内容）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（５）負　債【ｆ】
	
	金　　額

	負　　　　債
	千円

	
	（内訳）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



３．直前３か月の譲渡又は取得等の状況

（１）未公開株等
【譲　渡】
	銘　柄　名
	譲 渡 日
	譲渡数量
	譲渡価額
（千円）
	取得価額
（千円）
	差　額
（千円）
	備　考

	株

券
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	〇〇〇
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


【取　得】
	銘　柄　名
	取 得 日
	取得数量
	取得価額
（千円）
	備　考

	株

券
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	〇
〇〇
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


【転換・権利行使】
	銘　柄　名
	転 換 日
	転換数量
	転換価額
（千円）
	株式の種類
	株式数
	備　考

	優 先 株 等
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	新株予約権証券
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	新株予約権付社債券
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（２）継続保有株券等
【譲　渡】

	銘　柄　名
	譲 渡 日
	譲渡数量
	譲渡価額
（千円）
	取得価額
（千円）
	差　額
（千円）
	備　考

	株

券
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	〇〇〇
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


【取　得】
	銘　柄　名
	取 得 日
	取得数量
	取得価額
（千円）
	備　考

	株

券
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	〇
〇〇
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


【転換・権利行使】
	銘　柄　名
	転 換 日
	転換数量
	転換価額
（千円）
	株式の種類
	株式数
	備　考

	優 先 株 等
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	新株予約権証券
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	新株予約権付社債券
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（３）未公開株等関連資産
【譲　渡】

	銘　柄　名
	譲 渡 日
	譲渡数量
	譲渡価額
（千円）
	取得価額
（千円）
	差　額
（千円）
	備　考

	投資事業有限責任組合
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	〇
〇
〇
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


【取　得】
	銘　柄　名
	取 得 日
	取得数量
	取得価額
（千円）
	備　考

	投資事業有限責任組合
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	〇
〇
〇
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（４）その他資産の取得・譲渡等

（５）直前３か月の運用状況

（６）短期的な運用方針

（７）継続保有株券等の保有理由及び運用方針

４．未公開株等の発行者について

（１）（商　　号）

①代表者の役職氏名

②本店所在地

③設立年月日

④事業の内容

⑤発行済株式総数

⑥資本金

⑦○年○月期の業績

	
	○年○月期
	×年×月期

	売　上　高
	
	

	経常利益
	
	

	当期純利益
	
	

	配当総額
	
	

	総資産
	
	

	総負債
	
	

	株主資本（純資産）
	
	


（注）

⑧○年○月中間期の業績

	
	○年○月期
	×年×月期

	売　上　高
	
	

	経常利益
	
	

	当期純利益
	
	

	配当総額
	
	

	総資産
	
	

	総負債
	
	

	株主資本（純資産）
	
	


（注）

⑨その他

５．未公開株等関連資産に占める未公開株等関連証券について【ｄ】
（１）（商品名）

①運用内容
	銘柄名
	信託財産等の額

	【未公開株等】※貸借対照表計上額
	
	千円

	
	
	

	
	
	

	小計
	Ａ
	

	【継続保有株券等】※同上
	
	

	
	
	

	
	
	

	小計
	Ｂ
	

	合　　　　　　計　　Ａ＋Ｂ
	Ｃ
	

	そ　の　他　の　資　産
	Ｄ
	

	信 託 財 産 の 総 額　Ｃ＋Ｄ
	Ｅ
	


②投資額に占める未公開株等関連証券相当額
	未公開株等関連証券（Ｃ）に相当する部分の額
	千円


③その他

（記載上の注意等）

・本表の提出対象となるベンチャーファンドの資産運用を受託する資産運用会社（以下「作成者」という。）は、様式として掲記するすべての内容及び項目について、この（記載上の注意等）に沿って漏れなく記載すること。

・本表は提出日の属する月の直前の月（以下「評価月」という。）における資産の運用状況について作成すること。

・本表は作成者が作成後速やかに当所に提出すること。

・金額は千円単位で記載すること。

・マイナスの場合は数値の前に「△」を表示すること。

・本表の提出に当たっては、この（記載上の注意等）の添付は要しない。

１　運用状況（月末現在）

・「運用比率」欄は、小数第２位以下切捨てで記載すること。

（１）運用比率

・「運用資産等」とは、有価証券上場規程第1201条第1号の７に定めるものをいう（以下同じ。）。
（２）運用資産の概要

・「未公開株等」とは、有価証券上場規程第1201条第1項第16号に規定する株券、優先株等、新株予約権証券及び新株予約券付社債券をいう。
・「優先株等」とは、有価証券上場規程第２条第1項第90号に規定する非参加型優先株又は子会社連動配当株をいう。

・「継続保有株券等」とは、有価証券上場規程第1201条第１項第６号に規定する株券、優先株等、新株予約権証券及び新株予約権付社債券をいう。
・「未公開株等関連資産」とは、有価証券上場規程第1201条第17号ａからｅまでに規定する匿名事業組合の出資持分、投資事業有限責任組合の出資持分、投資信託の受益証券、投資証券及び外国の法令に基づく権利及び外国の者の発行する証券でこれら権利及び証券の性質を有するものをいう。
・「未公開株等関連証券に相当する部分の額」とは、未公開株等関連資産のうち、「未公開株等」及び「継続保有株券等」に出資又は投資する部分の額をいう。

・未公開株等、継続保有株券等及び未公開株等関連資産に該当しない資産を保有している場合には、「その他の資産」に組み入れて記載すること。
・継続保有株券等と同一の銘柄を当該銘柄が上場した後に追加取得した場合には、上場前から保有する割合は「継続保有株券等」に、上場後に追加取得した割合は「その他の資産」に組み入れて記載すること。ただし、継続保有株券等が新株予約権証券及び新株予約権付社債券である場合の当該新株予約権を行使することにより取得する上場株券等は、「継続保有株券等」に記載すること。
２　運用内容（月末現在）

・「銘柄名」欄には、対象となるすべての銘柄について記載すること。

・「取得価額」の欄は、千円未満切捨てで記載すること。
・株式分割又は株式併合（当該分割等に伴う転換価格及び権利行使価格の調整の場合を含む。）が生じた場合は、その旨を「備考」欄に注記すること。
・貸付けを行っている有価証券については、貸付株式数又は貸付券面額を「備考」欄に記載すること。
（１）未公開株等

・特定の銘柄を数日にわたって取得した場合、「取得日」欄には、評価月の末日に最も近い取得日（受渡基準で記載している場合は、評価月の末日に最も近い受渡日に受け渡されたものの取得日）のみ記載すること。

・「保有数量」欄には、株券及び優先株等については保有株式数、新株予約権証券については保有証券数、新株予約権付社債券については保有分の額面総額を記載すること。

・有価証券上場規程第1312条第３項第２号ａ又はｃに掲げる事実が生じている場合には、その旨を「備考」欄に記載すること。

（２）継続保有株券等
・特定の銘柄を数日にわたって取得した場合、「取得日」欄には、評価月の末日に最も近い取得日（受渡基準で記載している場合は、評価月の末日に最も近い受渡日に受け渡されたものの取得日）のみ記載すること。

・「保有数量」欄には、株券及び優先株等については保有株式数、新株予約権証券については保有証券数、新株予約権付社債券については保有分に係る額面価額を記載すること。

・有価証券上場規程第1312条第３項第２号ｂに掲げる事実が生じている場合には、その旨を「備考」欄に記載すること。

・株式分割等に伴い発行日取引が行われる株券等を保有する場合、「上場日」欄には「－」と記載すること。

（３）未公開株等関連資産

・特定の銘柄を数日にわたって取得した場合、「取得日」欄には、評価月において保有する最も保有期間の長いものの取得日を記載すること。

（４）その他資産

・「その他資産」には、前（１）から（３）までの資産に属さない保有資産について記載すること。

・特定の銘柄を数日にわたって取得した場合、「取得日」欄には、評価月の末日に最も近い取得日（受渡基準で記載している場合は、評価月の末日に最も近い受渡日に受け渡されたものの取得日）のみ記載すること。

・「保有数量」欄には、株券及び優先株等については保有株式数、新株予約権証券については保有証券数、新株予約権付社債券については保有分に係る額面価額を記載すること。

・「現金同等物等」欄には、現金同等物等として認められる商品の商品名、商品の概略及び保有価額を、すべての商品について記載すること。

（５）負債

・未払経費や受渡未決済額がある場合は、「負債」欄に総額を記載するとともに、（内訳）欄に勘定項目ごとに記載すること。

３　直前３か月の譲渡又は取得等の状況

・「譲渡又は取得等」とは、次の場合をいう。

①未公開株等及び継続保有株券等の譲渡又は取得

②優先株等の普通株式への転換

③新株予約権証券の権利行使

④新株予約権付社債券の権利行使

⑤優先株等の転換請求期間満了（優先株等の他の種類の株式への一斉転換又は優先株等の残存株式のすべてについての償還を含む。以下同じ。）に伴う転換請求権の喪失

⑥新株予約権証券の行使請求期間満了に伴う新株予約権の喪失

⑦新株予約権付社債券の新株予約権の行使請求期間満了（新株予約権付社債の全額について最終償還期限を繰り上げて償還する場合を含む。以下同じ。）に伴う新株予約権の喪失

・特定の銘柄を数日にわたって譲渡又は取得等を行った場合には、譲渡日又は取得日単位で記載すること。

【譲渡】

・「〇〇〇」は「株券」、「優先株等」、「新株予約権証券」、「新株予約権付社債券」等の区分を記載すること。
・「取得価額」欄には、譲渡等に係る取得価額を記載すること。

・「譲渡数量」欄には、株券及び優先株等については譲渡した株式数、新株予約権証券については譲渡した証券数、新株予約権付社債券については譲渡分に係る額面価額を記載すること。

・「差額」欄には、譲渡価額から取得価額を減じた額を記載すること。

・特定の銘柄を同日に数回にわたって譲渡した場合、「譲渡数量」欄には当該日に譲渡した数量の総数を、「譲渡価額」欄には当該日における譲渡価額の総額を、それぞれ記載すること。

・「取得価額」、「譲渡価額」及び「差額」の欄は、千円未満切捨てで記載すること。

・優先株等の転換請求期間満了に伴う転換請求権の喪失及び新株予約権証券又は新株予約権付社債券の新株予約権の行使請求期間満了に伴う新株予約権の喪失が生じた場合についても記載すること。この場合、転換請求権又は新株予約権を喪失した優先株等、新株予約権証券又は新株予約権付社債券について、「譲渡日」欄には転換請求期間又は行使請求期間の満了日の翌日の日付を、「譲渡数量」欄には転換請求権又は新株予約権を喪失した優先株等の株式数、新株予約権証券の証券数又は新株予約権付社債券の喪失分に係る額面価額を、「譲渡価額」欄には喪失に伴い取得した総額を、「取得価額」欄には喪失に相当する部分の取得価額を、「差額」欄には「譲渡価額」欄に記載した額から「取得価額」欄に記載した額を減じた額を、「備考」欄には転換請求権又は新株予約権の喪失である旨を、それぞれ記載すること。

【取得】
・「〇〇〇」は「株券」、「優先株等」、「新株予約権証券」、「新株予約権付社債券」等の区分を記載すること。

・「取得数量」欄には、株券及び優先株等については取得した株式数、新株予約権証券については取得した証券数、新株予約権付社債券については取得分に係る額面価額を記載すること。

・「取得価額」欄は、千円未満切捨てで記載すること。

・優先株等の普通株式への転換及び新株予約権証券又は新株予約権付社債券の権利行使を行った場合について記載すること。この場合、「株券」又は「優先株等」の欄に転換又は権利行使による取得株式又は取得優先株等の内容について記載することとし、「取得日」欄には転換又は権利行使によって上場株券等又は未公開株等を取得した日を、「取得数量」欄には転換又は権利行使によって取得した株式数を、「取得価額」欄には転換価格又は権利行使価格に転換又は権利行使によって取得した株式数を乗じた額を、「備考」欄には転換又は権利行使である旨を、それぞれ記載すること。

・特定の銘柄を同日に数回にわたって取得した場合、「取得数量」欄には当該日に取得した総数を、「取得価額」欄には当該日における取得価額の総額を、それぞれ記載すること。

【転換・権利行使】
・「転換日」欄には、転換又は権利行使によって上場株券等又は未公開株等を取得した日を記載すること。

・「転換数量」欄には、転換又は権利行使に係る優先株等の株式数、新株予約権証券の証券数及び新株予約権付社債券の額面価額を記載すること。

・「転換価額」欄には、転換価格又は権利行使価格に転換又は権利行使によって取得した株式数を乗じた額を、千円未満切捨てで記載すること。

・「株式数」欄には、転換又は権利行使によって取得した株式数を記載すること。

（４）その他資産の取得・譲渡等

・前３.（１）から（３）までの取得又は譲渡等以外に資産の取得又は譲渡等を行っている場合は、商品名、取得日、取得価額及び商品の内容のほか、取得の場合は取得数量、譲渡の場合は譲渡日、譲渡価額、譲渡数量及び差額について記載し、その他の場合は必要と思われる事項について記載すること。

・取得価額、譲渡価額及び差額については、千円未満切捨てで記載すること。

（５）直前３か月の運用状況

・評価月に関する「株式市況」及び「運用スタンス」（「未公開株等」、「継続保有株券等」、「未公開株等関連資産に属する資産」及び「その他の資産」に分けて記載）等のほか、作成者が有価証券上場規程施行規則第1305条第４項第２号ａ及びｂに規定される書類を提出している場合で上場後６か月を経過していない場合は「組入計画の進捗状況」について記載すること。

（６）短期的な運用方針

・評価月以降数か月間の「運用スタンス」について「未公開株等」、「継続保有株券等」、「未公開株等関連資産に属する資産」及び「その他の資産」に分けて記載すること。

・作成者が有価証券上場規程施行規則第1305条第４項第２号ａ及びｂに規定される書類を提出している場合で上場後６か月を経過していない場合は「今後の組入計画」について記載すること。

（７）継続保有株券等の保有理由及び運用方針
・「継続保有株券等」の「保有理由」及び「運用スタンス」について記載すること。
・作成者が有価証券上場規程施行規則第1305条第３項第２号ａ及びｂに規定される書類を提出している場合で上場後６か月を経過していない場合は「今後の組入計画」について記載すること。

４　未公開株等の発行者について

・評価月の末日において運用資産に含まれる未公開株等の発行者について、すべての発行者について記載すること。

・決算期については原則として○年○月期と表記すること。

⑦○年○月期の業績

・連結財務諸表を作成すべき会社の場合は連結財務諸表に基づいて、連結財務諸表を作成すべき会社でない場合は財務諸表に基づいて、資料を作成すること。ただし、連結財務諸表を作成すべき会社でない場合であっても、連結財務諸表を作成している場合であって当該記載によることが適切と考える場合には連結財務諸表に基づいて、資料を作成することもできる。
・連結又は単体のいずれかである旨記載すること。

・千円未満の金額の取扱い（四捨五入、切捨て等）について、経営成績欄の上部右端に記載すること。

・公認会計士等による監査の有無について注記すること。
・売上高、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益（又は当期純利益）及び配当総額については、記載しない理由を注記する場合には、記載しないことができる。
⑧○年○月中間期の業績

・直前連結会計年度又は直前事業年度の末日以後提出日までの期間において終了する中間連結会計年度又は中間会計期間（四半期決算を行っている場合は中間連結会計期間若しくは中間会計期間、第１四半期又は第３四半期のうち提出日の直前のものをいう。）がある場合にのみ、連結財務諸表作成すべき会社の場合は連結中間財務諸表に基づいて、連結財務諸表を作成すべき会社でない場合は中間財務諸表に基づいて、資料を作成すること。ただし、連結財務諸表を作成すべき会社でない場合であっても、連結中間財務諸表を作成している場合であって当該記載によることが適切と考える場合には連結中間財務諸表に基づいて資料を作成することもできる。
・連結又は単体のいずれかである旨記載すること。

・中間連結会計期間若しくは中間会計期間については「○年○月中間期」と、第１四半期については「○年○月第１四半期」と、第３四半期については「○年○月第３四半期」と記載すること。

・千円未満の金額の取扱い（四捨五入、切捨て等）について、経営成績欄の上部右端に記載すること。

・公認会計士等による監査の有無について注記すること。
・売上高、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益（又は当期純利益）及び配当総額については、記載しない理由を注記する場合には、記載しないことができる。

⑨その他

・未公開株の発行者が開催する株主総会における決議事項、業績の比較に当たって作成者が重要と判断する会計方針の変更等作成者が当該発行者に関する情報として開示が必要と判断する情報について記載すること。

５　未公開株等関連資産に占める未公開株等関連証券について

・評価月において運用資産に含まれる未公開株等関連資産について、すべての未公開株等関連証券について記載すること。１ファンド毎に①～③を記載するため、複数ファンドある場合は適宜①～③をコピーのうえ記載すること。
・「その他の資産」とは、未公開株等関連資産のうち、未公開株等関連証券以外をいう。

①運用内容

・「銘柄名」欄には、未公開株等関連証券に該当するすべての銘柄について記載すること。

②投資額に占める未公開株等関連証券相当額
・未公開株等関連証券に相当する部分の額については、千円未満切捨てで記載すること。
③その他

・未公開株等関連資産の発行者が未公開株等に投資している場合は、「４．未公開株等の発行者について」において記載を求める未公開株等の発行者に関する内容に沿って、記載が可能な範囲で記載すること。

・分配金を受領した場合等、作成者が未公開株等関連資産に関する情報として開示が必要と判断する情報について記載すること。
